
肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の概要

1回目のカウント 1回目のカウント 1回目のカウント

2回目のカウント2回目のカウント

3回目のカウント

1月目 2月目 3月目
過去12カ月以内

外来医療

 分子標的薬
 免疫チェックポイント阻害薬
 肝動注化学療法

【助成対象】

 B型・C型肝炎ウイルス起因の肝がん・重度肝硬変患者

 年収約370万円以下

 入院医療

 高額療養費の限度額を超えた月が３月目から自己負担１万円

【70歳未満】 負担割合 高額療養費の限度額

年収約370万円以下
３割

57,600円 ※1

住民税非課税 35,400円 ※2

【70歳以上】 負担割合
高額療養費の限度額

外来

年収約370万円以下 70-74歳
２割

75歳以上
１割

18,000円 ※3 57,600円 ※1

住民税非課税 Ⅱ
8,000円

24,600円

住民税非課税 Ⅰ 15,000円

※1：多数回該当44,400円

（12月以内に4回目以上）

※2：多数回該当24,600円

※3：年上限14.4万円

B型・Ｃ型肝炎ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変患者の特徴を踏まえ、患者の医療費の負担軽減を図りつつ、最
適な治療を選択できるようにするための研究を促進する仕組みを構築する。（平成30年12月開始、令和3年4月見直し）

令和4年10月1日から、75歳以上で一定の所得がある方
の負担割合が２割になります（外来については施行後
３年間、配慮措置あり）
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後期高齢者医療における窓口負担割合の見直し（全体）
参考：保険局資料

肝炎対策推進室注）同一の医療機関で配慮措置上限額を超えた分は高額療養費として医療機関において現物給付されます。
配慮措置上限額と１万円との差額を肝がん事業で助成する場合は従来どおり都道府県からの償還払いとなります。 2



後期高齢者医療における窓口負担割合の見直し

所得区分
（限度額適用認定証等における適用区分）

窓口
負担
割合

ひと月の上限額（世帯ごと）
【多数回該当】 レセプト

特記事項
外来（個人ごと）

Ⅲ
(一般Ⅱ)

課税所得28万円以上145万円未満
かつ「年金収入＋その他の合計
所得金額」が単身世帯で200万円
以上など

２割
6,000円＋（医療費－30,000円）×0.1
又は18,000円のいずれか低い額※１

（年14万4千円）

57,600円
【44,400円】

41：区カ
43：多カ

Ⅲ
(一般Ⅰ)

・課税所得28万円未満
・課税所得28万円以上145万円未
満かつ「年金収入＋その他の合
計所得金額」が単身世帯で200万
円未満など

１割

18,000円
（年14万4千円）

42：区キ
44：多キ

Ⅱ
(低所得Ⅱ)

住民税非課税

8,000円

24,600円

30：区オ
Ⅰ

(低所得Ⅰ)
住民税非課税
（年金収入80万円以下など）

15,000円

※１ 令和４年10月１日から令和７年９月30日までの間、ひと月の外来負担増加額を3,000円までに抑えます（配慮措置）

令和７年10月１日以降は「18,000円（年14万４千円）」となります。

※２ 参加者証に記載する適用区分は、「Ⅲ」のまま変更ありません。申請者の医療保険における所得区分について、都道府県が後期高齢者

医療広域連合との連絡に使用する区分は、「3:一般」⇒「8:一般Ⅰ」（１割負担）、「9:一般Ⅱ」（２割負担）になります。

※３ レセプト特記事項は、「区エ」「多エ」⇒「区カ」「多カ」（２割負担）、「区キ」「多キ」（１割負担）になります。 3



都道府県ご担当者様へ①

• 令和4年10月1日から窓口負担割合が２割となる方の取扱いは次のとおりです。（入院は変更無し）

１ヶ月の肝がん外来関係医療費（10割）が 計３万円を超える：月数カウント対象

計７万円を超える：助成対象

⇒ 医療記録票の「❶関係医療の医療費総額（10割分）」の外来分を合計してご確認ください。

※ 助成額の計算の考え方は変更ありません。

１．月数カウント及び助成額の計算について

Ⅲ

10,000円

30,000円 150,000円

配慮措置による自己負担上限額
が高額療養費限度額になります

ポイント！

70,000円
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都道府県ご担当者様へ②

• 一般所得の方の適用区分は、１割負担、２割負担とも「Ⅲ」のままですので参加者証の変更は不要です。

• 所得区分認定済みの方で１割から２割負担となった方について、後期高齢者医療広域連合から所得区分変更の連絡が

来ることは基本的にありません。

• 令和４年１０月以降、新たに所得区分の照会・認定のため後期高齢者医療広域連合との連絡を行う際は、後期高齢者医

療広域連合のシステムに、新たに「8：一般Ⅰ」（１割負担）、「9：一般Ⅱ」（２割負担）の区分が追加されますので、

新たな区分を連絡票に記載してください。

２．区分変更に伴う対応について

（別添作成方法①）

４．レコードレイアウト

※ 特定医療費等受給対象者所得連絡（通知）情報・データレコード

（２）連絡票Ｂ（都道府県⇒広域連合）の設定内容 （３）連絡票（通知）（広域連合⇒都道府県）の設定内容

No. 項目名 属性 桁数
ﾊﾞｲﾄ
数

内容

6 都道府県所得区分 英数 1 1

「Ｂ」の場合に都道府県把握済み
の区分を設定
1：低所得者Ⅰ
2：低所得者Ⅱ
3：一般
4：現役並み所得者
5：現役並み所得者Ⅰ
6：現役並み所得者Ⅱ
7：現役並み所得者Ⅲ

8：一般Ⅰ
9：一般Ⅱ

No. 項目名 属性 桁数
ﾊﾞｲﾄ
数

内容

9
後期高齢者医療
広域連合認定区
分

英数 1 1

1：低所得者Ⅰ
2：低所得者Ⅱ
3：一般
4：現役並み所得者
5：現役並み所得者Ⅰ
6：現役並み所得者Ⅱ
7：現役並み所得者Ⅲ

8：一般Ⅰ
9：一般Ⅱ

「肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業による医療に関する給付の対象療養に係る高額療養費の支給に係る保険者との連絡等の事務の取扱いに

ついて」（平成30年11月26日健肝発1126第１号厚生労働省健康局がん・疾病対策課肝炎対策推進室長通知）
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医療機関ご担当者様へ

• 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の入院、外来の取扱いは変更ありません。

本事業により現物給付される入院：公費負担医療（法別番号「38」、実施機関番号「602」）

外来、上記以外の入院：保険単独医療

外来は保険単独医療ですので、令和４年10月１日から３年間は窓口における配慮措置が適用されます。

• 後期高齢者医療被保険者証で一部負担金の割合が「２割」の患者さんが外来にいらっしゃいましたら、

医療記録票の「❶関係医療の医療費総額（10割分）」の外来分を合計して医療記録票で以下の点を確認し、

患者さんに案内してください。

１ヶ月の肝がん外来関係医療費（10割）が 計３万円を超える：月数カウント対象

計７万円を超える：助成対象※

※ 同月に肝がん・重度肝硬変入院医療と肝がん外来医療の両方がある場合は、上記の金額以下でも対象になる

可能性がありますので、都道府県に確認するようご案内ください。

• レセプト特記事項は、「29:区エ」「34:多エ」⇒「41:区カ」「43:多カ」（２割負担）、「42:区キ」「44:多キ」

（１割負担）になります。

これまで肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の対象にならなかった患者さんが要件を満たすようになる可能性

がありますので、引き続き本事業の積極的な周知にご協力をお願いいたします。
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医療記録票の記載例（後期高齢者医療・窓口負担割合２割）

上記の例の場合、10月～12月とも通院関係医療費の医療費総額（10割分）が３万円を超えているため、月数カウントの対象となります。

11月は、通院関係医療費の医療費総額（10割分） が７万円を超えているため、助成対象になります。

12月は、通院関係医療費の医療費総額（10割分） は７万円以下ですが、同月に入院医療があるため、助成対象になる可能性があります。

（都道府県に確認するようご案内ください。）

月数カウント

１ヶ月の通院関係医療費の医療費総額（10割分）が３万円を超えているため、通院❹欄に○印を記載し、
月数カウントしてください。
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配慮措置の対象者である旨
を欄外に記載してください。


